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情報化に投資すること情報化に投資すること情報化に投資すること情報化に投資すること

� 投資よりも利益（見返り）が大きいと期待されると
き、ヒトは投資する －これがすべての原則－

この10年間進めてきた電子行政は、利用者にど� この10年間進めてきた電子行政は、利用者にど
のような見返りをもたらしてきたのか

� 電子申請のオンライン利用率は平成21年度で
公称40%に過ぎない。紙の申請を単に電子に置
き換える目先の対応だけでは、利用者はもたら
される見返りは不足しているのではないか



住民票のコンビニ交付を誇るが住民票のコンビニ交付を誇るが住民票のコンビニ交付を誇るが住民票のコンビニ交付を誇るが

� 役所だけでの交付にコンビニ交付を加えるのは
一見前進だが、所詮出向かなければならないの
で利用しようという気持ちにならないで利用しようという気持ちにならない

� 電子行政に関するタスクフォース第1回資料（10
年9月15日）によれば、市川市でのコンビニ交付
件数は半年間で2457件。同資料によると同市
における年間交付件数が47万件ということなの
で、利用率はわずか1パーセント



コンビニ交付と情報化投資コンビニ交付と情報化投資コンビニ交付と情報化投資コンビニ交付と情報化投資

� 情報化の場合、見返りとして期待できる利益は
二種類で、経費の節減と新しい価値の創造

役所まで出向く面倒がコンビニで済むのは経費� 役所まで出向く面倒がコンビニで済むのは経費
の節減に相当するが、新しい価値の創造はない

� 抜本的に改善し新しい価値を生むには

– 住民票や印鑑証明書の大半は公的申請での
本人確認に利用されているので

– 申請を受けた際、住基ネットで確認する等、
行政機関間での情報連携があれば交付は不
要になる



確定申告の強すぎるセキュリティ策確定申告の強すぎるセキュリティ策確定申告の強すぎるセキュリティ策確定申告の強すぎるセキュリティ策

� e-Taxの利用率が約4割にとどまる一因は、紙で
の確定申告なら三文判で本人確認もせずに受
け付けるのに、電子では住基カードと公的個人け付けるのに、電子では住基カードと公的個人
認証サービスの電子証明書が必要だから

� 抜本的に改善し新しい価値を生むには

– 源泉徴収票等は、支払い側から電子データを
得て、申告者からの提出を不要にする

– 「なりすまし」申告で利益を得る者がいないの
なら、ID・パスワードでの認証で済ます



情報の保護と活用はバランスが必要：情報の保護と活用はバランスが必要：情報の保護と活用はバランスが必要：情報の保護と活用はバランスが必要：
過剰なセキュリティは社会的にマイナス過剰なセキュリティは社会的にマイナス過剰なセキュリティは社会的にマイナス過剰なセキュリティは社会的にマイナス

� 政府は無謬・絶対安全であるべき、という過剰な
期待から、情報の利活用・連携が停滞

情報を活用して情報を活用して情報を活用して情報を活用して
利益が得られる領域利益が得られる領域利益が得られる領域利益が得られる領域

情報保護の情報保護の情報保護の情報保護の
費用が大きい領域費用が大きい領域費用が大きい領域費用が大きい領域

情報漏えいによる情報漏えいによる情報漏えいによる情報漏えいによる
被害が大きい領域被害が大きい領域被害が大きい領域被害が大きい領域
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情報保護の程度情報保護の程度情報保護の程度情報保護の程度



抜本的な改善による抜本的な改善による抜本的な改善による抜本的な改善による
新しい価値の創造が必要新しい価値の創造が必要新しい価値の創造が必要新しい価値の創造が必要

� 府省の壁を取り払い、電子に最適な業務プロセ
スを構築する必要。つまり、電子行政の推進は行
政改革そのもの政改革そのもの

� 府省間、政府・地方公共団体との情報連携は必
要不可欠

� 国民IDだけでは、情報連携に本来期待される価
値は実現しない

� 民間との情報連携も促進すれば、民間の力で新
しい公共サービスが誕生する可能性がある



行政改革に取り組む政府行政改革に取り組む政府行政改革に取り組む政府行政改革に取り組む政府CIO

� IT戦略担当大臣が自覚のないまま政府CIOと呼
ばれ、技術に疎い官房長が府省CIOで、その下
に派遣社員のようにCIO補佐官を置く、だれも責に派遣社員のようにCIO補佐官を置く、だれも責
任を取らない現体制が、二流の電子行政の根源

� 国家経営の幹部として、府省横断的に業務プロ
セスの改革ひいては行政改革を管理し、情報資
源を計画し、プロジェクトを実施するチームのリー
ダとして政府CIOを位置付ける



政府政府政府政府CIOの役割はの役割はの役割はの役割は

� 行政改革のキーパーソン・イノベータ

– 情報技術を変革的・創造的に利用する組織を
構築する構築する

– 業務の継続性に甚大な被害を及ぼす災害か
ら組織を守る

– 人材や情報資源の調達と管理を最適化する

� 府省・地方公共団体・民間との情報連携を実現
するインタフェース標準の制定（厳密にはCTOの
役割かもしれない）



電子行政に関するタスクフォース資料より



電子行政に関するタスクフォースへのIBM提出資料
より



地方公共団体への支援も必要地方公共団体への支援も必要地方公共団体への支援も必要地方公共団体への支援も必要

� 地方公共団体に共通する情報システムであって
も、ベンダーが囲い込み個別開発する現状

小さな地方公共団体は� 小さな地方公共団体は
財源・職員数に限界が
あり、情報連携への対応
を求めても滞る恐れ

� 支援は政府CIOの役割
の一つ。地方分権に
反することではない

地方公共団体の規模地方公共団体の規模地方公共団体の規模地方公共団体の規模

財政規模財政規模財政規模財政規模

情報システム情報システム情報システム情報システム
投資投資投資投資



政府政府政府政府CIOを設置すれば済むかを設置すれば済むかを設置すれば済むかを設置すれば済むか

� 真の問題は『紙の政府』を『電子の政府』に変え
ていこうという意思が明示されていないこと

今のままでは、『紙の政府』と『電子の政府』の併� 今のままでは、『紙の政府』と『電子の政府』の併
存という無駄な状況が続くが、団塊世代の自然
減と定員削減で紙の政府はいずれ立ち行かなく
なる

� 「電子でできることを紙で行ってはならない」と宣
言する必要がある



(例）韓国における電子政府基本法例）韓国における電子政府基本法例）韓国における電子政府基本法例）韓国における電子政府基本法
－－－－2001年施行－年施行－年施行－年施行－

4条（行政機関の責務）
① 行政機関は、電子政府の具現を促進して知識情報化時代の国民の生
活の質を向上させるようにこの法律を運営して関連制度を改善しなけ活の質を向上させるようにこの法律を運営して関連制度を改善しなけ
ればならない。

② 行政機関は、当該機関の電子政府の具現及び運営と関連して次の各
号の業務を遂行しなければならない。

1．行政革新と電子政府の具現のための事業間の連係
2．電子化対象業務の処理過程革新
3．情報通信網を通した業務遂行及び行政サービスの提供
4．所属公務員に対する情報通信技術活用能力の向上及び検定
5．電子政府の運営と関連した国民不満事項に対する確認及び
迅速な改善



抜本的な改革のステップ抜本的な改革のステップ抜本的な改革のステップ抜本的な改革のステップ

•利用頻度の低い利用頻度の低い利用頻度の低い利用頻度の低い
電子申請の廃止電子申請の廃止電子申請の廃止電子申請の廃止

•残ったシステム残ったシステム残ったシステム残ったシステム

政府政府政府政府CIOCIOCIOCIOの設置の設置の設置の設置

電子政府基本法の制定電子政府基本法の制定電子政府基本法の制定電子政府基本法の制定

2222～～～～3333年年年年
で実施で実施で実施で実施

•残ったシステム残ったシステム残ったシステム残ったシステム
の、ガイドラインの、ガイドラインの、ガイドラインの、ガイドライン
に基づく改善に基づく改善に基づく改善に基づく改善

電子政府基本法の制定電子政府基本法の制定電子政府基本法の制定電子政府基本法の制定

関連全法律の改正関連全法律の改正関連全法律の改正関連全法律の改正 共通基盤の整備共通基盤の整備共通基盤の整備共通基盤の整備

先行的に試行し成功を確認先行的に試行し成功を確認先行的に試行し成功を確認先行的に試行し成功を確認

「電子が主で書類が従の政府」への全面的な移行「電子が主で書類が従の政府」への全面的な移行「電子が主で書類が従の政府」への全面的な移行「電子が主で書類が従の政府」への全面的な移行

2222～～～～3333年年年年
で実施で実施で実施で実施



まとめまとめまとめまとめ

� 強い権限を持つ政府CIOを設置し、業務改革の
視座で電子行政を抜本的に見直す

政府CIOは各府省のみならず地方公共団体も視� 政府CIOは各府省のみならず地方公共団体も視
野に入れ、電子行政を推進する役割を担う

� 電子の政府を主とする、と宣言する電子政府基
本法を制定し、関連する全法律の改正を進める

� 三流国に落ちぶれないためには、残された時間
は少ないと自覚してほしい


